
7 産学官共同研究グループへの支援施策

補助金名 スタートアップ研究補助金 発展・橋渡し研究補助金

対象者 北海道内の産学官共同研究グループ

研究領域

自然科学又は産業技術に関する研究開発のうち、北海道科学技術振
興計画における重点化プロジェクトに定める以下の分野

①食・健康・医療分野 ②環境・エネルギー分野
③先進的ものづくり分野 ④ＡＩ・ＩｏＴ等利活用分野
⑤その他、北海道の地域の振興、地域資源の活用等に関するもの

対象研究
事業化を指向する基礎的・
先導的な研究開発

○具体的な技術創出・産業化研究

○道内の研究成果を活用した、地
域産業振興につながる可能性の
高い研究開発

採択件数 １3件 （R3年度） ５件 （R3年度）

補助限度額 ２００万円以内 ４００万円以内

補助率 補助対象経費の１０分の１０以内

募集期間 4月上旬～5月20日 （R3年度）
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新事業の創出・育成を目的に、北海道大学等との連携の下、大学・研究機関が持つ地域の知的資源を有
効に活用し、中小機構、北海道、札幌市、地元経済界等が一体となり、起業をはじめ、実用化、マーケティ
ング、販路拡大等あらゆる局面において、入居者のビジネスを強力にサポート。

北大ビジネス・スプリング(北大北キャンパス内）

設置者：（独）中小企業基盤整備機構

インキュベーション
マネージャの配置

入居者への
賃料補助

中小機構

北海道

札幌市

道総研、中小企業総合支援セン
ター、地域企業等とのネット
ワーク活かしたコーディネート

○全体を総括するチーフＩＭ

○北大ＢＳ施設管理担当

さっぽろ産業振興財団、市内企
業等とのネットワーク活かした
コーディネート

２
名

１
名

１
名

入居から５年間
道と札幌市
で支援

○全３１室
（１室25～50㎡）

○全室ウェット対応

○賃料(㎡当たり)：
月額3,000円

○H20.12入居開始

○入居期間：

原則５年以内

Ｒ３．７月末現在 入居率 100％
（31部屋中31部屋入居済）

8 大学発ベンチャー企業等の創業や育成への支援
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９ 知的財産施策に関する道の取組

11

➤ オール北海道による知的財産施策の推進組織である「北海道知的財産戦略本部」(本部長：道知事)の構

成29機関と連携し、知的財産の創造、保護及び活用といった知的創造サイクルの確立に向けた取組を

推進している。

取組の柱立て
【北海道知的財産推進計画(戦略本部策定)】

 中小企業等における知財マネジメント
の確立と知的財産の活用促進

道の主な取組 (令和３年度)

• 北海道知的所有権センターの運営
• 日本弁理士会北海道会と連携した
相談対応等

• 農林水産分野における
知的財産に関するセミナーの開催

• 冒認出願対策マニュアルの提供
• 農林水産知的財産保護コンソーシアムへの参画
• 道産品輸出シンボルマークの活用促進

• 「サイエンスパーク」の開催

 企業の海外展開に対応した知的財産の
保護

 人材育成及び知的財産学習支援の推進

 推進体制の充実強化 • 北海道知的財産情報センター及びサテライトの利用促進

知的所有権
センター

知財総合
支援窓口

北海道
発明協会

弁理士会
北海道会

北海道知的財産情報センター

札幌大通
苫小牧 室蘭
函館 旭川
北見 釧路

帯広

サテライト

関係機関が連携
することで、
知財に関する相
談にワンストッ
プで対応



10 サイエンスパークの開催

➤ 道と道総研では、試験研究機関や民間企業等と連携し、本道の未来を担う子供たちが科学技術に触れ親

しむ機会を創造することを目的に、例年小学校の夏休み期間中に、体験型科学イベント「サイエンス

パーク」を開催。

主催／北海道、地方独立行政法人北海
道立総合研究機構(道総研)

今年度出展者／石屋製菓株式会社,株式会社エヌ･ティ･ティ･データ北海道,国立研究開発法人土
木研究所寒地土木研究所,原子力発電環境整備機構,工業高校フェスタ(札幌工業高校定時制電気科,
札幌琴似工業高校コンピュータ部) ,サイエンス・サポート函館,札幌市青少年科学館,国立研究開
発法人産業技術総合研究所北海道センター,株式会社島津製作所,一般社団法人触媒学会,ソフトバ
ンク株式会社,損害保険ジャパン株式会社,tanQ株式会社,電源開発株式会社函館駐在事務所,公益社
団法人日本雪氷学会北海道支部,一般社団法人日本気象予報士会北海道支部,日本弁理士会北海道
会,北海道大学CoSTEP,ほくでんグループ(北海道電力ネットワーク株式会社),株式会社明治,北海
道博物館,北海道立衛生研究所,北海道産業振興課,北海道環境･エネルギー課,北海道立図書館,道総
研法人本部,道総研農業研究本部,道総研水産研究本部中央水産試験場,道総研水産研究本部さけま
す･内水面水産試験場,道総研森林研究本部林業試験場,道総研森林研究本部林産試験場,道総研産業
技術環境研究本部工業試験場,道総研産業技術環境研究本部食品加工研究センター,道総研産業技
術環境研究本部エネルギー･環境･地質研究所,道総研建築研究本部[37機関]

後援／札幌市、北海道教育委員会、札
幌市教育委員会、北海道市長会、北海
道町村会、北海道小学校理科研究会
協力／国立研究開発法人科学技術振興
機構、全国科学館連携協議会、株式会
社アドバコム、サイエンス･サポート
函館

科学技術の持つ役割や重要性に対する
認識を深めることを目指す

会場での体験プログラム【7/29(木)～30(金)】
科学実験や科学工作などを実際に手に触れて行
う体験教室を開催

オンラインプログラム【7/19(月)～8/31(火)】
科学実験などのウェブページや動画等をオンラ
インで配信

※新型コロナウイルス感染拡大のため、会場での体験
プログラムは中止とした。
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策定趣旨

3 基 本 理 念

2030年頃の北海道の未来社会「北海道Society5.0」の姿

未来技術を活用した活力にあふれる北海道

暮らしや産業活動などあらゆる場面で未来技術を活用し、直面する課題の解決
と社会・産業の変革を進めることで、道民生活の質の向上、地域や産業の活性
化を実現する

「北海道Society5.0」を実現するための５つの柱

計 画 の 推 進6

行政機関（道・国・市町村） 企業・団体

大学等研究機関 道 民

北海道Society5.0推進会議

「北海道Society5.0」の実現に向けた産学官の連携基盤

連携・
協働

 オール北海道で取組を進めるため「推進会議」を新たに設置
 道が中心的役割を担いながら、道民や国・市町村、事業者、大学

等の研究機関などと連携・協働し、計画を推進

「北海道Society5.0推進計画」＜概要版＞ 次世代社会戦略局 ＤＸ推進課

1

• 様々な課題に直面する本道が、AI、IoT、ロボットなどの未来技術を活用して、概ね10年後の未来社会「北海
道Society5.0」の実現に向け、道民・市町村・民間事業者・団体等のオール北海道で取り組むための共通指針

• 計画期間：2021（令和３）年度 ～ 2025（令和７）年度

2
情勢変化と未来技術の動向

位置づけ

人口減少と少子高齢化 地域生活の変化
(医療・教育・交通・物流等)

ICT、AI等の未来技術の進展 自治体DX

• 「北海道総合計画」の特定分野別計画
• 官民データ活用推進基本法に基づく都道府県官民データ活用推進計画

5 施 策 の 展 開

1
2

3

4

5

コロナ対策
(喫緊の取組)

中長期的な取組

※主な施策は２ページ以降※

新型コロナウイルス感染症への対応 SDGs

4 取 組 方 針 • スマート農林水産業の推進
• 光ファイバ等のブロードバンド環境整備
• 遠隔・オンライン教育の推進 など

• テレワーク環境の整備
• 行政手続のオンライン化の推進 など

○「暮らし」、「産業」、「行政」の様々な分野におけるAIやIoT利活用の推進
○「ﾃﾞｰﾀの利活用」や情報通信・人材育成など「基盤整備」の効果的な取組の展開

参 考



施策の柱 施策の展開方針 主 な 施 策

暮らし

未来技術を
活用して

将来にわたり
安全・安心で
豊かな生活

の実現

安全で質の高い
医療・福祉サービスの強化

北海道の未来をけん引する
人づくり

道民生活の安全・安心の確保
と利便性の向上

住民の暮らしに欠かせない
地域交通・物流の安定的な確保

環境への負荷が少ない
持続可能な社会の構築

強靱な北海道づくりと
都市一極集中の解消

• 介護ｻｰﾋﾞｽ事業所等への介護ﾛﾎﾞｯﾄ機器・ICT機器の導入補助や介護ﾛﾎﾞｯﾄの無償貸与
• 地域の医療機関への遠隔医療システム導入支援 等

• 学校内のICT環境の整備の充実
• 地域の特性や実情を踏まえた遠隔・オンライン教育の推進 等

• カメラやセンサー等を活用した効率的な野生鳥獣の捕獲やドローンなどの機材を活用した
忌避装置による撃退などの新たな対策の推進 等

• MaaS等シームレス交通の全道展開
• 鉄道やバス、タクシーなど多様な交通モードによる貨客混載の促進 等

• 設備の効率的な制御やｴﾈﾙｷﾞｰの見える化が可能となるｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑの導入
• ｴﾈﾙｷﾞｰ地産地消の先駆的なモデルや新エネ設備・導入等への取組の支援 等

• ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ拠点としてのﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰやｻﾃﾗｲﾄｵﾌｨｽ等の誘致・集積に向けた取組推進
• テレワーク等の推進による地方移住等の推進 等

中
長
期
的
な
取
組

新型コロナ
ウイルス

感染症対策

• ICTを活用した保健所の業務効率化の推進
• 遠隔・オンライン教育環境の整備の推進 等

喫
緊
の
取
組

感染症の流行に備えた対策

経済活動への影響対策

行政のデジタル化の推進

接触確認アプリ等を通じた
感染まん延の防止

光ファイバ整備を通じた
情報通信基盤の確保

• サプライチェーンの国内回帰を見据えた企業誘致に向けたWeb関連機器の整備
• テレワークを導入する企業への機器整備等の支援

• マイナンバーカードの普及促進
• 公金収納のキャッシュレス化の推進 等

• 国の接触確認アプリCOCOA（ココア）と北海道コロナ通知システムの登録者数の増加に
向けた普及促進

• 市町村が実施する光ファイバ整備の支援

7
施策の展開（具体的な施策） ・・・ その１

産業
農林水産業の持続的な成長

地域経済を支える
中小・小規模企業の産業力強化

と新たな成長企業の創出

「北海道Society5.0」の実現に
向けた研究開発の推進

多彩な地域資源を活かした世界が憧れる
観光立国北海道の更なる推進

産業活動や暮らしを支える
社会資本の戦略的・効率的な整備

未来技術を
活用した

産業振興と
多様な主体の
連携による

新たな価値創造

• GNSSｶﾞｲﾀﾞﾝｽｼｽﾃﾑや自動操舵ｼｽﾃﾑ、搾乳ﾛﾎﾞｯﾄなど地域や個々の営農状況に応じた
スマート農業技術の導入促進

• 収益性を向上させるICTハーベスタなどの林業機械の導入促進
• 観測ﾃﾞｰﾀ等を活用した水産資源の適正管理や海洋環境の変化に対応できる生産体制の構築 等

• 中小・小規模企業へのITツール導入支援等を通じたﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝの推進
• 環境配慮型データセンターの誘致に向けた取組の推進
• 宇宙産業全体を対象とした産学官連携体制による宇宙ビジネス創出の推進 等

• 大学と企業による事業化に向けた研究の支援
• ｾﾝｼﾝｸﾞ技術やﾛﾎﾞｯﾄ技術等の開発による工場等の省力化の推進
• 宇宙分野の研究・実験拠点の形成の推進 等

• SNS等を通じた北海道の魅力発信の推進
• ﾏｰｹｯﾄﾃﾞｰﾀの収集・分析による観光客の動態や消費動向、関連産業の実態把握 等

• 全面的なICT活用工事に向けた取組の推進
• 映像などICTを活用した工事現場の遠隔臨場の推進
• ICT技術を活用した効率的な維持管理等の推進 等 １４



行政

未来技術の
活用を

前提とした
仕組みづくり

利用者視点でのデジタル化の推進

マイナンバー制度の円滑な運用と
マイナンバーカードの普及・活用

• 道内自治体の行政手続のオンライン化に向けた未実施市町村への働きかけ
• 電子申請等の手続き範囲の拡充と利便性の向上
• 道内自治体における情報システムの標準化・共通化の推進
• Smart道庁の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な
働き方の実現

• 道内自治体におけるデジタル人材の育成・確保に向けた支援 等

• マイナンバー制度の円滑な運用、セキュリティ確保に向けた取組の推進
• マイナンバーカードの普及拡大と円滑な交付事務に資する市町村の取組支援 等

中
長
期
的
な
取
組

施策の柱 施策の展開方針 主 な 施 策
7

施策の展開（具体的な施策） ・・・ その２

基盤整備

未来技術を
支える

社会的・人的
基盤の整備

「北海道Society5.0」の実現を
加速させる情報通信基盤の整備

「北海道Society5.0」を支える
セキュリティ対策

「北海道Society5.0」の実現に
向けたデジタル人材の育成・確保

• 道内の光ファイバ等のブロードバンド環境整備に向けた取組の推進
• 利用ｼｰﾝ、ﾃﾞｰﾀ量等に応じて最適化された情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸ環境整備の支援 等

• 「自治体情報セキュリティクラウド」の機能強化、安定運用等に向けた取組推進
• 自治体や事業者の職員に対するｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ対応力向上研修等の実施 等

• 地域におけるICT学習機会の創出
• ＩＴリテラシー向上に向けた社会人のリカレント教育などの推進
• ハッカソンやアイデアソンなどを通じたデジタル専門人材の育成・確保 等

データの利活用 広範な主体による公共データの
利活用に向けた

オープンデータの推進

官民連携による安全・安心な
データの利活用を通じた

道民生活の向上

データの共有
と活用の

仕組みづくり

• 道内市町村へのオープンデータ支援の推進
• 国が示した「推奨データセット」に準拠したデータ公開を推進 等

• ＩｏＴ実装とデータ収集・利活用を通じた地域課題解決の推進
• 行政データ等を活用したサービス開発支援
• データ利活用に向けた基盤や制度整備等の検討 等

人・暮らし 地域・行政 産 業

様々な分野のデータを収集・解析

オープン
データ

ビッグ
データＡＩ

データの活用

１５


